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　これまでの構造政策に対する評価と方針については、2001年1月に公表
されたr第2次結束レポート」及び2002年1月30日に公表されたr経済的・
社会的結束の進展に関する第一次プログレス・レポート」に示されている。
拡大をひかえ、構造基金の手続や、2007年以降の構造政策予算について、
さらに充実させるのか、できる限り抑えるのかといった議論（ネット分担
国、受給国、新規加盟国間の利害調整）、対象地域への該当要件を見直す
べきか（支援対象地域認定のクライテリアと現受給地域の関係）を含めた
構造政策の枠組みの見直し等の議論が注目されている（15〉。
3．EUの交通政策
　これまでヨーロッパ各国の交通政策は日本に大きな影響を与えてきた。
逆に高速鉄道や鉄道改革等日本からの影響も無視できない。ヨーロッパ各
国、特にドイツ・イギリス・フランスと日本の交通政策は、相互依存関係
にあったといえよう。各国レベルの交通に対しては、補完性の原理により、
各国政府が一定のイニシアティブを保持すると考えられ、引き続き国レベ
ルの交通政策は重要であり続けるだろう。しかしながら、個々の国レベル
の人・モノの流れの最適化はヨーロッパレベルの人・モノの流れの最適化
を保証しない。多くの場合、交通は社会的機能と経済的機能を持つ。それ
ゆえ、域内の総合的な統合を図ろうとするEUに対して交通がどのような
役割をはたすのか、どのような交通システムが求められるのか非常に興味
深い。
　また日本以上に環境問題が重く受け止められる中で、この問題をどうク
リアしていくのか、アメリカのGPS、ロシアのGlonassと同等以上の機能
が期待される衛星ナビゲーションシステムGalileoの運用をにらんで、交
通システムをどう運用していくのか等、EUレベルの交通・交通政策に興
味は尽きない。ここでは、EUの交通政策の展開を概観する。
　1958年1月の欧州経済共同体設立（16）により、ヨーロッパは、加盟国間を
一151『
山　田　徳彦
分断する国境による一切の障壁を排除し、人・モノ・資本・サービスの自
由な移動と取引を保証する共同市場の確立に向けて動き出したが、共同市
場の実現を支えるとともに、共同市場の発展に伴って増大する人とモノの
流れに対応するのが交通である。共同市場を有効に機能させるためには、
共同体レベルで輸送力をいかに確保するか、鉄道・道路・内水路輸送を秩
序化して総合的な交通システムをいかに確立させるか、等の問題が解決さ
れなければならないと考えられたが、交通分野は、歴史的に加盟各国が独
自の理念に基づいた政策を展開してきており、そのままでは共同市場を実
現し、域内の健全でバランスのとれた経済成長を阻害しかねない。それゆ
え加盟各国の交通政策を共同体レベルで調整し、共通交通政策を確立する
必要性が認識され、ローマ条約第3条「共同体の活動」で、他の諸分野と
並んで「運輸の分野における共通政策の樹立」が明記された（17）。さらに同
条約第2部「共同体の基礎」では、第61条1項で運輸サービスの自由化に
ついての規定したほか、第74条～84条で運輸が規定されている。
　ローマ条約の規定を受けて、1961年4月にEEC委員会は「共通運輸政
策の基本方針に関する覚書（シャウス覚書）」を採択し、政策の目的と目
的達成のための基本原則を具体的に決定した。（図表3－1参照）かくし
て、共同体内の運輸市場は競争に基づいて組織化され、国の干渉を可能な
限り最小のものとする方向に進むことになる。ただ、注意を要するのは、
あくまでも競争は公正な基盤にたってなされるべきであり、競争の前提条
件を平等にすることで、運輸企業の適切な自立経営が保証され、利用者は
交通機関を自由に選択できることになる、と考えられたことである。
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図表3－1　共通運輸政策の目的と基本原則（シャウス覚書）
共通交通政策の目的
①共同市場の実現を運輸の面で
　妨げる障害の除去
運賃、運輸の面で競争をゆがめる策略その他通商障害の除去
②EEC内における輸送の統合 運輸部門における国際的輸送活動自由化の完全な実施
③EEC内の輸送市場の総合的
　縄織化
規制された競争という考え方に従って、共通運輸制度を確立
すること
基本原則
①各種交通機関の取り扱いの平
　等性
各種交通機関相互間て競争立脚基盤を平等化すること
（equa1五〇〇tmg）
②運輸企業の財政的自立化 すべての運輸企業はそれぞれの財政状態に完全な責任を負わ
なければならないこと
③運輸企業の活動の自由 営業活動、運賃形成、運送条件の設定における自由。市場へ
の参加の自由、経営継続、運送引受義務の廃止なども含む
④利用者選択の自由 利用者を平等に取り扱い、差別待遇を行わない（利用者平等
取扱の原則）
⑤投資の調整 交通路施設を共同体の経済発展にすみやかにマッチせしめ、
共同体の観点から共同交通投資計画を作成し、実施する
　EEC設立以後、共通の通商政策、農業政策、その他財政、金融政策な
どの分野では、加盟6力国相互間の政策の調整や共通政策の設定で多くの
成果があげられたが、共通交通政策の策定と実施は非常に遅れ、本来経済
共同体の他の統合施策と歩調を合わせて実施されなければならないのに、
ほとんど審議の段階を出ていなかった（エ8）。これはローマ条約が、共同の交
通政策の樹立を提案し、政策策定のための手続き規定はあっても、政策の
具体的内容を詳細に規定されておらず、政策の内容（基礎と方向づけ）は、
6力国で協議して決定すべきものと了解されていたため、運輸を一般的商
行為と同じとみなすベネルクス諸国における自由主義的な考え方と公共サー
ビスとみなすドイツやフランスの考え方の対立など数多くの見解の相違が
表面化し、合意に達せられなかったからである。さらにヨーロッパではす
でにEECの枠組みを超えた、欧州運輸大臣会議（ECMT）・国際鉄道連合
（UIC）等が様々な活動を行っており、例えば、相互乗り入れによる経費
節減、競争力の強化をめざす鉄道の国際協力のシンボルである汎欧旅客特
急（TEE）（19）、汎欧貨物特急（TEEM）（20）などが運行していたことも、微
妙に影響しているのではないだろうか。
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　ただし、1973年の運輸閣僚理事会では、運輸サービスの組織化、交通投
資の調整に関する共通規定の策定による総合的な交通体系の実現、および
その効率的・合理的な利用の促進、コストの利用者への転嫁、環境・エネ
ルギー・地域政策との協力の重視（公共的側面の重視）を加味し、陸上交
通と内航水運に限っていた一般的指針の適用範囲が海運および航空に拡大
されている。
　このように、共通運輸政策の基本路線は「自由化以前に調和を」であり、
国際市場における自由な競争を認める以前に、各国の国内市場において運
輸事業者に課せられる義務の平等化を保証することが重要視されたことも
あって、運輸閣僚理事会では各国が自国の利益を執拗に主張し、また運輸
をめぐる規制や国内規定の複雑さによって、長い間、共通運輸政策はほと
んど成果を出すことができなかった。自国の政策を優先し、共通交通政策
の実施にあまり積極的でなかったのである。
　こうした中で、欧州議会は、1982年9月16日に「（1）運輸理事会が共通
交通政策を導入したにもかかわらず、条約の規程に反して、その政策の一
般的なフレームワークを採択しなかった、（2）委員会が運輸理事会に提出
し、欧州議会が意見を添えた16案件について決定に至っていない」、すな
わち条約で規定されている共通交通政策を推進する理事会の義務の不履行
という理由をもって、運輸理事会が条約で規定されている職務を適正に遂
行していないと判断し、欧州裁判所に提訴した。
　1985年5月22日、欧州裁判所の判決では、共通交通政策の推進の義務なら
びに委員会案の採択のかなりの部分が運輸理事会の自由裁量の範疇に属す
るものであるが、それでも国際交通の分野で輸送サービス供給の自由を確
保しておらず、ローマ条約に違反しているとの認識が示された。このことは、
以後、運輸閣僚理事会が強力に共通交通政策を推進するきっかけとなった。
　一方、1985年6月に、EC委員会により域内市場統合白書が提示された。
この白書は1992年12月31日までに域内市場統合を完了させるために具体的
なアクションプログラム（物理的障壁、技術的障壁ならびに財政的障壁を
一154一
EUの展開と共通交通政策に関する一考察
撤廃し、域内共通市場を形成するための各種措置）とタイムテーブル（委
員会提案から運輸理事会による採択に至るまでのタイムスケジュール）を
各分野で提示するものである。この白書はミラノ（Milano）の首脳者会議
で採択され、305項目にわたる具体的な提案とその期限が明確に提示され
た（統廃合後、1989年4月時点で279項目）。運輸部門については、「国境
での検問の簡素化のため国内輸送における認可制の見直しと車両に対する
安全基準の共通化」「貨物輸送の割当制の廃止」「非居住者への制限の見直
し」「内陸水路における非居住者への運行許可の可能性の検討」「海運・航
空における自由化の促進」が重要課題としてあげられた。また、運輸政策
における対応の遅れは、共同市場に深刻な渋滞コストや移動コストの増加
を生み出すおそれがあり、早急な対策が必要であるとして、「国家助成政
策」「鉄道への助成制度」「道路行政の調整」「インフラストラクチャーの
計画・投資における協調」などが求められた。さらに、環境保全を前提に
した共同体の共通政策の展開を規定し、交通分野においては持続可能な交
通システムの展開を要請している。
　1987年には、全会一致原則から特定多数決制が大幅に適用拡大された単
一欧州議定書が採択され、政策決定過程の迅速化が促された。
　かくして共通交通政策はようやく進みはじめたが、それにより数量規制
の緩和、ひいては不必要な行政コストを排した自由な交通市場を形成され
はじめ、適正な競争による効率性ならびに財政パフォーマンスの向上につ
ながり、輸送システムの機能と質の改善をもたらしはじめている。
　その後の一大転換点は1992年であろう。単一欧州議定書に示された交通
システムヘの要請は、より具体的には1992年の欧州連合条約に提示され、
環境の保全を前提にした政策の策定・実施が義務づけられた。こうした傾
向の中で、従来の個別モード単位で進められてきた各種調和政策から、環
境保全を前提にEU全域を対象にし、有機的で効率的な輸送システムの構
築を推進するための様々な政策がとりまとめられるようになる。
　加えて、域内統合市場から便益を享受するためには、交通、テレコミュ
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ニケーションそしてエネルギーの分野で欧州横断ネットワークを形成し、
欧州横断ネットワークヘのアクセスと各加盟国の国内ネットワークを相互
接続し、相互運用することが必要であり、TEN（Trans－European
Network）の整備と財源、及び権限を欧州委員会に与えること等を規定し
ている。交通のネットワーク（以下、TEN’一t）については、後述する。
　この年、最初の交通白書『共通運輸政策の将来的展望』（the　Future
Development　of　the　Common　Transport　Policy）が発表され、市場統合後
の政策の方向性が明らかにされている。そこでは、市場統合後の共通運輸
政策として、積み残されていた輸送市場の統合措置を完成させること、環
境、安全、輸送制約等の多面的な課題に対処することが提唱されている。
また、副題に「持続可能なモビリティのための共同体枠組み作りに向けた
総合的アプローチ」（A　Global　Approach　to　the　Construction　of　a　Community
Framework　for　Sustainable　Mobility）とあるように、持続可能性を重視し
た政策が提示されている。道路輸送への過度の依存による外部不経済の発
生を指摘し、環境、安全、輸送力制約、地域開発等の幅広い課題に対し、
複数輸送機関を利用することで総合的に対処する方針を打ち出している。
具体的には鉄道輸送の再活性化、複合輸送の促進、TEN－tの確立などであ
る。
　このような共通運輸政策により、EUレベルの輸送市場が出現し、輸送
費用の低下、サービスの向上、選択肢の拡大がもたらされた。単一市場化
による域内輸送需要が拡大したことに加えて、国際輸送、カボタージュに
代表される自由化措置が着々と進展したこともあって、供給側は適切に対
応した。事業者間の競争条件（労働条件、安全規制、車両税、燃料税、道
路料金、車両規格等）の調和が進められたことの意義は十分認められよう。
一方で、様々な問題が生じていることは否定できない。例えば、複合輸送
の促進、TENの確立、環境問題への対応策等は十分に進んだとはいえな
い。加えて、輸送二一ズが道路輸送に傾斜し、税制や社会的規制の調和が
遅れたこともあり、輸送機関の不均衡な発展（道路輸送の増大、鉄道の停
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滞）、新線道路・鉄道・空港等での混雑現象、環境への悪影響、交通事故
等の問題が顕著になってしまった。これらの問題に加えて、東欧の民主化
を受けて、従来以上の広範囲にわたる規模で交通ネットワークをデザイン
することが求められてきた。
　ここで、TEN－tの展開を整理しておこう。マーストリヒト条約発効後、
欧州委員会はTEN－t発展のための包括的でグローバルなフレームワークを
提出した。ヨーロッパの主要交通インフラストラクチャーの建設、近代化、
そして相互接続のための野心的なプログラムを示している。ヨーロッパが
国境を越えて交通システムの整備を考えたのは、ローマ時代以来である。
これらは結束基金、ヨーロッパ地域開発基金、TEN予算、そして欧州投
資銀行からの貸付けにより、共同体の財源が活用される。その後、TEN－t
に規定されたルートがあまりに多彩にわたるため、1994年のエッセン
（Essen）欧州理事会で、優先的に取り組むべきプロジェクトを選別した
（エッセン・リスト）。「共同体の活動は、国家の計画を補足すべきであり、
全体としてヨーロッパに真に価値あるものを」という考えが重視されてい
る。さらに1996年には、2010年までに約4000億ユーロにのぼると概算され
た投資計画を含む、ガイドラインが採用された。
　一方、1990年代半ば以降、その時点のEU加盟国のみならず、ヨーロッ
パレベルでの交通のあり方も議論されはじめた。1994年の第2回クレタ
（Crete）汎欧州交通会議で、EUと中東欧諸国との主要交通リンクとして
9っの優先的な交通回廊が確認された。これらは、持続可能なモビリティ
の実現を意識し、比較優位に基づいて利用するモードを選択できるように、
マルチ・モーダル・システムに基づいて整備されることになる。また、黒
海・黒海に接続するエーゲ海地方、欧州北極地域、地中海沿岸地域、アド
リア海地域等は、輸送リンク・ノード、船舶施設、航空施設の最適ミック
スの決定にあたって、さらなる注意を要するため、将来的により広く汎欧
州交通地域の枠組みでとらえることになったが、1997年の第3回ヘルシン
キ（Helsinki）汎欧州交通会議で、当該地域での交通インフラストラクチャー
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の効率性を重視し、安全性と環境保護に関する基準を満たし、汎欧州の持
続可能な貨客モビリティのための研究プログラムを追求するために当該地
域の関係国で覚え書きを締結することが適当であると示された（21）。
　こうしたヨーロッパ全体の動きと連動しつっ、TEN－tは拡大するEUの
交通システムとして展開していく。すなわち、真なる人・モノの流れは、
新規加盟予定の中東欧諸国の道路、鉄道、空港そして港が近代化されない
限り実現されないと考えられ、これらの国々の統合交通ネットワークの発
展を支援するとともに、TEN－tを新規加盟国に拡張するという視点から、
議論がなされた。
　1995年9月28日、欧州理事会は中東欧諸国の運輸大臣との公式の会合で、
加盟申請国の既存インフラについて包括的に評価するとともに、交通
二一ズを分析した。それに基づいて、優先的な事業項目と共通の利益の
プロジェクトを確認し（22）、必要な支援を行う共同助成措置としてISPAを
提案した。これらの合意は1996年にTINA（Transpolt　Infrastructure
Needs　Assessment）のプロセスとして規定される。
　1998年6月には、TINA　group（加盟15力国＋上記11力国）はウィーン
（Vienna）の事務局で18、030kmの道路、20、290kmの鉄道、38の空港、13
の港、49の河川港からなるネットワークに合意したが、これらのネットワー
ク形成には、2015年までに約900億ユーロを要することになる。
　一方、EUの拡大は既存加盟国の交通量増大をもたらすことが予想され、
自身のインフラの優先順位を調整する必要が認められた。かくして、2001
年10月に、欧州委員会はTENガイドラインの改定を提案したが、その内
容には、Galileo衛星システムとピレネー（Pyrenees）横断鉄道を含む6
つの新たなプロジェクト計画が含まれている。
　ここでも、加盟国と共同体の現在の財源規模に比べて、投資規模の莫大
さであり、鍵となる優先順位と、2010年までの完成目標となる新たな財源
の確保が主要問題であった。現在、白書にもこの方向性が示され、各国に
持ち帰って議論されている最中である。
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図表3－22010年のTEN－tの計画規模
・75，200kmの道路
・78，000kmの鉄道
・330の空港
・270の国際海港
・210の内陸港
・交通管理システム、利用者情報とナビゲー
ションサービス
図表3－3　TEN－t費用と財源
費用総額の概算額
財源調達総額の概算
4000億ユーロ（1996年概算値）
年190億ユーロ（96・97年の平均）
2000－2006年の共同体の財源調達
TEN予算
結束基金
構造基金
欧州投資銀行による
年間貸付（2000年）
???? 「???????? ??』
66億ユーロ
図表3－4　優先プロジェクトー覧
1996年に採用された優先プロジェクト
　1．High－speed　train／combilled　transport　north－south
　2．High－speed柱ain　PBKAL
　　（Pa血s－Bmssels－Cologne－Amsterdam－London）
　3．High－speed　tτain　south
　4．High－speed往aineast
　5．Conventional　rai】／combined　transport：Betuwe　line
　6．High－speed　tra回combined　transport，France－ltaly
　7．Greek　mortorways，Pathe　and　Via　Egnatia
　8．Multimodal　link　Portuga1－Spain－Central　Europe
　9．Conventional　rail　link
　　Cork－Doublin－Belfast一㎞e－Stramraer（completed）
　10．Malpensa　a辻port，Milan（completed）
　11．Oresund丘xed　raiレroad　link　between　Denmark　and　Swe（ien（completed）
　12．Nordic　面angle　rail！road
　13．hfeland／United　Kingdo面3enelux　road　link
　14．West　coast　main　line（副〉
2001年に欧州委員会によって提案された優先プロジェクト
新規プロジェクト
　15．Global　navigation　and　positioning　satellite　system　Galileo
　16．High－capacity　rail　link　across　the　F㌻renees
　17．Eastem　European　combined　transporVhigh－speed　train
　18．Daube　river　improvement　between　Vilshofen　an（i　Straubing
　19．High－speed　rail　interoperability　on　the　Ibehan　peninsula
20．Femam　Belt：丘xed　linkbetween　Gem㎝y　and　Denm独
延伸
　1．High－spee（1train／combined　transport　north－south
　　（Verona－Naples　and　Bologna－Milan）
　3．High－speed　train　Sout血（Montpe11ier－Nimes）
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図表3－5　TEN－tの概要
???㌦
繍
気
㍉
　ゆ◎、““グ
や　　　　息
鰯
出所）European　Commission（2002）“TRANS－EUROPEAN　TRANSPORT　NETWORK
　TEN　Pnohty　Projects”
　その後2001年9月、欧州委員会は2010年を目標年次とする共通運輸政策
白書『決断の時』（“White　Paper　on　European　Transport　Policy　for2010：
Time　to　Decide”）を提出した（22）。この白書では環境問題への取り組み、
持続可能性を柱として、約60の施策が提案されている。アムステルダム条
約が、持続可能な発展を共同体の目標として掲げているように、持続可能
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性が輸送分野だけでなく経済社会全体の大きな問題としてとらえられるよ
うになったことや、2001年のイエテボリ閣僚理事会で、持続可能な発展の
ための重要施策として輸送機関の均衡の移動が取り上げられたことに呼応
している。
　この白書では、
・輸送市場の自由化政策については成功したものの、輸送機関の不均衡な
　発展により環境面で悪影響が生じている
・EUの拡大に伴って交通需要は拡大を続けており、外部費用はさらに増
　大が見込まれる
・国境障壁の除去とJ皿生産方式の定着によりトラック輸送量が増大し、
　このまま放置すれば2010年には道路貨物輸送量は大幅に増加する
・2010年までに実質GDPの増大に伴い、貨物が38％、旅客が24％増加す
　ると予測される
・新加盟国の増大とともに国境地域を中心に輸送需要が増える
といった認識を示した後、共同体として可能な、価格メカニズムの活用か
ら鉄道等代替的輸送機関の再活性化、TENへの集中的投資等、60余りの
施策を積み重ねる統合的アプローチを提案している（24）。統合的アプローチ
の採用により、全体の輸送需要の伸びには応えながら、鉄道、水運のシェ
ァを伸ばす一方、道路輸送シェアを抑制し、二酸化炭素の排出量の伸びを
抑える、というのが基本的な考え方であり、政策ガイドライン、本文
（Part　I　輸送機関の均衡の移動、PartII　ボトルネックの排除、Part皿利
用者の立場からの都市交通政策の実現、PartIV　グローバル化する交通の
管理）結論、付録から構成される。
　EUの交通政策全体の方向性は、Part　Iで述べられる「規制された競争」
とr輸送機関の接続」に集約されよう。前者には、輸送機関ごとに道路輸
送の品質向上、鉄道再活性化、航空輸送の成長管理が、後者には、海運・
内陸水運・鉄道の接続、複合輸送開始の支援（新マルコポーロ計画）、望
ましい技術条件が内包される。また、従来からEUでは燃料税、有料道路
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料金等の調和、外部費用の内部化政策を進めてきたが、白書ではこの政策
を推し進め、環境への影響に応じた課金方式へ移行することを示している。
　道路輸送から鉄道、水運、複合輸送に輸送需要を移す輸送機関の均衡の
移動（Shi丘ing　the　Balance　between　Modes　of　Transport）という方向性
は、日本のモーダルシフト政策に通ずる考え方である。PaltI［では、TEN－
tとその優先プロジェクトの改定を対象に、ヨーロッパレベルでのスムー
ズな移動を妨げるr主要ボトルネック」を解消するための具体的な施策を、
そのために資金のプール制を視野に入れた「財源調達の問題」が述べられ
る。Palt皿では、インフラ課金の方向付け、燃料税調和化の必要性、都市
交通に関する技術的改善が論ぜられ・PartIVではE▽の拡大・共通交通政
策の発展、TEN－t整備を前提に、：EUの国際的な地位向上を強論している。
　提示された60余りの提案はいざ実現するとなると、非常に野心的なもの
であろう。実際、この白書に対して、CER（Community　of　European
Railways）は歓迎の意を表しているが、IRU（lntemational　Road
Transport　Union）は皮対意見を表明している。先の白書発表後の経緯か
らしても、提案が計画通り順調に閣僚理事会や欧州議会に受けいれられず、
提案の条文案を作成し、指令、規則等として採択するまでの道程の険しさ
が予想される（25）。
4．今後の課題
　はじめに．で述べたようにr拡大するEUで、モノの流れはどのように
変化し、どのような問題に対処しなければならないか、どのような交通シ
ステムを用意するべきか」が筆者の主たる関心であり、本稿では、今後こ
の関心に沿って研究を進めていくための前提を概観した。もちろん、必要
な作業をすべて本稿で行いえたとは考えておらず、多くの課題を残してい
ることは認めざるをえない。今後、引き続きヨーロッパ及びEUに関して
より深く検討していく予定である。大きな方向性として、EUの交通政策
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全般の考察と、モノの流れの変化を扱うために、産業構造論・立地論等を
踏まえて、地理的拡大の具体的な意味と物流について検討する必要が認め
られよう。ここでは交通政策を中心に、今後事実関係をより詳細に確認し、
その意味と意義を明らかにしておくべきテーマについて整理しよう。
　具体的には、EUにおける交通の概観、1980年代前半以前の共通交通
政策、1980年代後半以降の共通交通政策、Trans－European　transport
Network、道路政策、インフラ整備に関わる財源負担のあり方、鉄道政策、
欧州の交通インフラを評価する視点があげられよう。
［EUにおける交通の概観］
　現在までのところEUはヨーロッパそのものではなく、様々な機関、加
盟国と複雑な関係を持っている。EUは、すでにある無数の利害関係を超
えて、欧州統一への道をたどろうとする、壮大な実験であるといえよう。
この実験の動向を交通面から把握するには、以下のような点を明らかにし
ておくことが必要であろう。
　・EU域内の交通量、機関分担の現在とこれまでの推移
　・他経済的・社会的指標とのかねあい
　・域内のプレーヤー、サービス生産規模、雇用状況、費用構造等、産業
　組織・構造の考察
　・地域・国・EUレベルの行政との関わり、税と補助金の規模
　これらの考察を進める上で、欧州委員会統計局、エネルギー・運輸総局
から出されている、（統計・年次報告を含む）資料が手がかりとなるだろ
う。また、日本の状況と比較することで、より的確な把握が可能になるも
のと思われる。
［1980年代前半以前の共通交通政策とターニング・ポイント］
　歴史をある時点で区切ることは、きわめて困難な作業であると思われる
が、共通交通政策の展開を考察する上で、1980年代半ばが一つのターニン
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グ・ポイントになるのではないか。加盟各国の利害の対立から、必ずしも
十分に進展しなかった共通交通政策がまとまっていくきっかけがこの頃に
あったと思われるからである。「自由化以前に調和を」求めて進められた
共通交通政策の展開を把握した後、その方向性を変えた要因について考察
する。　具体的には、
　・欧州議会の提訴と欧州裁判所の判決の事実関係の確認と意義
　・1985年6月にEC委員会により提示された『域内市場統合白書』の全
　　体像の把握と、交通に対する考え方
　・1987年に採択された『単一欧州議定書』が交通分野に対して持つ意味
　　と意義
に関して考察する必要があげられる。
［1980年代後半以降の共通交通政策］
　1980年代後半以降、特に1993年のマーストリヒト条約以降、TEN－tを中
心としてEUの交通政策は統合アプローチを採用し、徐々に実を結びつつ
ある。ただ、多くの課題も残されており、EUが考えているような方向に、
今後進むのは容易ではないように思われる。それゆえ、時系列的な事実関
係を把握しつつ、
　・EUは交通部門に何を期待しているのか
　・解決すべき問題・課題は何か
　・そのためにどのような行動をとろうとしているのか
　・政策は、関係主体・機関（加盟国も含む）にどのように評価されてい
　　るのか
について考察する必要があろう。このために、すでにEUの交通政策を扱っ
ている、青木真美、中村徹、林克彦などの一連の研究、欧州委員会から提
示されている白書がとっかかりとなろう。
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［Trans－European　transport　Network］
　現在日本では、交通施設の大規模な整備に対して消極的になっているよ
うに思われるが、EUでは、ヨーロッパ統一の最も有効な戦略的手段の一
つとして、TEN－tの整備が進められている。単に経済的な効果だけでなく、
交通施設の整備・円滑な移動の実現、すなわち「交通」が持つ様々な意義
が、この試みから確認されるのではないだろうか。それゆえ、TEN－tは非
常に興味深いものであり、
　・詳細な経緯
　・優先プロジェクト選定の基準
　・期待される効果
　・直面する問題、課題
　・財源の問題
　・補完性原理に基づく地域一国一EUの役割分担
を中心として、考察する。
［道路政策］
　環境問題や混雑問題への対処に迫られていることあって、EUの共通交
通交通政策では、きわめて大きなウェイトが鉄道に置かれている。しかし
ながら、拡大が現実のものとなり、ヨーロッパの地域間の関係図が塗り変
わっていく中で、より慎重で現実的な道路政策・計画が用意される必要は
ないのだろうか。この点を考える上で、
　・EUの交通における道路の位置づけ
　・道路ネットワークの概観と計画（国レベルとEUレベル）
　・混雑・環境破壊等、指摘される問題の詳細
　・インフラ課金、混雑料金と整備財源
　・他機関とのかねあい
を理解しておかなければならないだろう。
　また、道路政策のみに関わるものではないが、あわせて、インフラ整備
一165一
山　田　徳彦
に関わる財源負担のあり方（r欧州投資銀行」「構造基金」r結束基金」及
び「EUの予算付け」それぞれの規模や経緯、評価と課題、PFI，PPPに関
する取り組みと課題）についても考察する必要があろう。
［欧州の交通インフラを評価する視点］
　ヨーロッパレベルの交通ネットワークでは、ミッシングリンクという言
葉が強調され、TEN－tの優先プロジェクトにも、その解消の必要性が反映
されている。ただし注意が必要なのは、交通ネットワークが必ずしも物理
的な側面だけで捉えられておらず、インフラを総合的な視点で評価しよう
とする傾向が強いことである。具体的には、N敢amp．Pにより示されたペ
ンタゴンプリズムの考え方があげられよう。これはインフラをハードウェ
ア、ソフトウェア、オルグウェア、ファインウェア、エコウェアで評価し
ようとするものである。全面的に妥当性を有するのか、その考え方を日本
に適用することは可能か、などNijkampの考え方は非常に興味深い。
　ヨーロッパ各国レベルでもインフラを評価する基準が、確立されつつあ
るが、それとあわせて交通インフラを評価する手法と考え方を理解してお
くことはきわめて重要であろう。
??
（1）本稿では原則として、1993年にマーストリヒト条約（欧州連合条約）が発効し
て以降をEU、それ以前をECと表記する。
（2）そもそもヨーロヅパとはどこを指すのだろうか。地理的にはアイスランドを西
限として、東はロシアのウラル山脈までの空間、ということになるかもしれない
が、それだけで十分な答えにはならないように思われる。歴史的には、文明の中
心は地中海地域や古代ギリシャ・ローマ帝国から、西欧へと変遷しており、ヨー
　ロッパの概念や範囲も時代に応じて変化している。宗教的にみてもキリスト教が
支配的であるとしても、西ヨーロッパではプロテスタント、中欧ではカトリック
が中心であり、南欧は正教圏に入っている、というように必ずしも全く同一の教
義を信仰しているわけではない。
（3）EC－EUの政策決定方式は徐々に弾力化の方向にシフトし・ている。例えば、閣
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僚理事会が政策案をさばく意思決定の方式は「全会一致」「単純多数決」「特定多
数決」の3つがある。1958年のEEC発足当初から共同体に関わる基本的な政策
　については全会一致が原則的に適用されてきたが、これには国力の差とは別に、
統合推進のためには全加盟国が共同歩調をとることが何より優先されるとの考え
方が原点にある。しかしながら、関税同盟の達成、市場統合の完成、経済通貨同
盟（EMU）への移行、CFSPなどへと統合政策が深化するにつれて、各国の個別
利害と摩擦が生じるケースが増え、弾力的な政策決定方式として、特定多数決方
式が注目されている。これは、各加盟国の人口比例などに基づいて各国に票数を
割当て、総計87票のうち62票の賛成で特定多数決が成立する、というものである。
英独仏伊の大国は各10票、スペインが8票であるが、仮に5大国が手を握っても
48票にしかならず、EUの大国支配は阻止されることになる。
　さらに、アムステルダム条約では新たに、全会一致の決定の際に、ある国が棄
権を宣言すれば、その国を除いた他の加盟国のみで決定することができるという
　「建設的棄権」が導入された。この場合、棄権した国はその決定に縛られないが、
　当該の決定を尊重し、決定がEUを拘束することを受け入れるが、棄権宣言国が
加盟国の加重投票の三分の一以上の場合は、その決定は採択されないことになる。
特定多数決の適用の場合でも、加盟国が国策上の理由で拒否権を発動した場合は、
強いて投票を行わない取り決め（ルクセンブルク条項）があった。この場合、閣
僚理事会は特定多数決で議案を欧州理事会に送ることを決め、欧州理事会での全
会一致の決定にゆだねる手順が必要であったが、二一ス条約では拒否権発動の乱
用を防ぐため、特定多数決対象となっている共同体の政策決定事項や司法内務協
力（qHA）の分野については、拒否権の廃止を決定している。
（4）2001年1月よりギリシャがユーロを導入し、英、デンマーク、スウェーデンを
除く12力国となった。
（5）EFTA諸国（7力国）は地理的にEEC諸国（6力国）を包むような方になって
　いたため、「インナー・シックス（EEC）」「アウター・セブン（EFTA）」とも呼ば
れている。
（6）EFTAに残ったのはノルウェー・スイス・アイスランド・リヒテンシュタイン
である。ただし、EFTAとEUは対立してきたわけではなく、1984年には相互に
　より広い範囲での共同市場を作る「欧州経済領域（EES）」を形成することで合
意し、その後、EEA（欧州経済領域）に衣替えし、今日に至っている。
（7）具体的には、①加盟を申請している中東欧諸国への加盟前支援措置、②EU予
算の大半（99年予算で約83％）を占める共通農業政策及び構造政策の改革、
③2000～2006年のEU予算の枠組みを含んでいる。特に構造政策では、構造基金
の7つの目的が3つに統合されている。
（8）柔軟性の原則の発動要件は、
　①テーマがEUの目的を促進、その利益を保護し、役に立っ
　②EU条約の原則と制度的枠組みを尊重する
　③同原則の適用が最後の手段
　④少なくとも加盟国の過半数が参加
　⑤不参加国の権限、権利、義務、利益に影響を及ぼさない
　⑥不参加国の将来の参加を保障する
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などである。
（9）もともとは1931年にローマ法王ピオ11世が回勅で明らかにした言葉・概念（ファ
　シズムの台頭に対して、個人の権利が奪われないよう、国家よりも下位にある社
会集団に問題の解決を任せるべきだ）である。
（10）Cohension　Fundはr結合基金」と訳されることが多いが、本稿では外務省の
記述に従い、r結束基金」という訳語を用いる。
（11）構造基金の実施スキームは、次の4つに分類される。
（1）優先目的分野（加盟国イニシアティブ）：構造基金予算の約94％
　3つの目的に分野分けを行い、その要件の中で、加盟国が地域開発計画を欧州委
委員会に提出し、加盟国と欧州委員会の交渉を経て、加盟国の提案した開発プロ
　グラムを欧州委員会が採択する。
（2）共同体イニシアティブ：構造基金予算の5．35％
　4つのイニシアティブを設定し、欧州全域に係る共通の問題に対応するため、欧
州委員会がガィドラインを定め、加盟国がこれに基づいた開発プログラムを提案
　し、欧州委員会が採択。
（3）漁業特別支援枠：構造基金予算の0．5％
漁業・養殖における構造改革を目的（優先目的分野の目的1以外の漁業関係）
（4）革新的措置：構造基金予算の0．5％
欧州委員会の主導により、地方開発戦略上、最新の手法であるが、十分に煮詰まっ
　ていないものについて試験的導入等を支援する枠組み。
（12）旧ソ連や東欧諸国の改革を支援するために1991年4月に設立された国際金融
機関。本部はロンドンにあり、発足時の出資国・機関は日米欧、旧ソ連など42力
　国である（現在は60）。
　他の機関や基金と異なりEUだけの機関ではないが、その活動は結果的にEUの
拡大領域、さらに隣接する旧ソ連圏に及ぶ。EBRDの目的は、旧ソ連圏諸国や中
東欧諸国が社会主義体制から市場型経済に移行するのを国際的に支援することで
　あるが、基本は援助ではなく、コマーシャルベースでの民間企業や民営化企業へ
　の貸し付けである。公的部門への融資は投融資全体の40％を超えない制限がある。
　また、融資決定に際しては、環境対策重視、民主化重視の基本姿勢をとる。
（13）EIBとEU、民間金融機関が出資して1994年に設立した。ベンチャー企業への
　資金供給や小企業向けの信用保証に特化した金融機関であり、EU産業の知識集
　約型発展、技術革新、企業家精神の高揚、地域発展などを促すことが狙いである。
（14）PHAREは従来、対象国の要請を受けて広範囲にわたる計画を実施する「要請
　主導型」で進められてきたが、過去の経験を分析した結果、各国が個別に作成す
　る無数の小型プロジェクトに資金が分散すると支援の効果が散漫になり、最大限
　の効果が期待できないことがわかった。また、現行の複雑な計画施行サイクルで
　は、迅速な実施が困難という問題も指摘されている。
　こうした状況に鑑み、加盟に向けて優先事項を集中的に支援するr加盟主導型」
　で計画を進めていくこととなった。アキ・コミュノテールの受け入れに際し、そ
　のための国家的計画を加盟候補国と協議の上、優先事項を設定することとした。
　優先事項の柱は、制度の構築と投資資金調達の2点に絞られる。
（15）外務省資料「欧州連合（EU）の構造政策（地域政策）　平成14年6月」参照
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（16）　「共同体市場の設置、および加盟国の経済政策の漸次的接近により、共同体
全体の経済活動の発展の調和、持続的で均衡のとれた拡大、安定の強化、生活水
準のすみやかな向上、及び加盟国問のより密接な関係の促進を目的」（ローマ条
約第2条）としているが、このような市場を1987年の単一欧州議定書は「域内市
場」と呼んでいる。
（17〉ローマ条約第3条　共同市場の確立について規定されたのは、①域内貿易の
障害の除去、②共通域外関税の確立、③生産要素の自由な移動の障害の除去、④
農業政策、⑤交通政策、⑥共同市場における競争を確保する制度の組織化、⑦加
盟国の経済政策の調整と国際収支不均衡の改善、⑧加盟国の国内法の適当な調和、
⑨欧州社会基金の確立、⑩欧州投資銀行の設立、⑪貿易および経済・社会発展の
ための海外植民地及び属領との提携、である。
（18）共同市場設立後の10余年をかけてようやく1968年7月1日から、主として国
　際トラック輸送を皮切りに交通政策の共通化を図るはこびになった
（19）汎欧旅客特急（TEE，Trans－Europ－Express）は、1955年の欧州運輸大臣会議
で計画され、1957年に発足し、ヨーロッパ諸国の主要幹線上を運行した。参加鉄
道はドイツ連邦鉄道（DB）、フランス・ナショナル鉄道（SNCF）、イタリア国鉄
　（FS）、ベルギー・ナショナル鉄道（SNCB）、オランダ国鉄（FS）、スイス連邦鉄
道（SBB）、ルクセンブルグ鉄道（CFL）であり、国境通過業務の簡素化、通し輸
送によるコスト低減、スピード・アップによる鉄道の合理的輸送、他種交通機関
　（長距離バス、航空機）に対する鉄道の国際輸送面の競争力の強化が目的である。
（20）汎欧貨物特急（TEEM，Trans－Europ－Express－Marchandises）は、貨物輸送
面におけるTEE版であり、1961年以来、ヨーロッパの主要幹線上を運行した。長
時間時速100knyhで走行し、最高重量1，000トン、車軸数100からなり、石炭、屑
鉄、石等の重量貨物や、自動車、諸機器、酒の他に急を要する貨物、競争上危険
　に曝されている貨物、腐敗しやすい生鮮食料品（魚、果実、野菜）などを扱った。
特別料金なしの速やかな輸送、時問の正確さ、電化区間の拡大にともなうスピー
　ドアップ等の利点を持った。参加鉄道は、ドイツ連邦鉄道（DB）、フランス・ナ
　ショナル鉄道（SNCF）、イタリア国鉄（FS）、オーストリア連邦鉄道、ベルギー・
ナショナル鉄道（SNCB）、ハンガリア国鉄（MへV）、デンマーク国鉄（DR）な
　ど22の鉄道であった。
（21）地中海沿岸諸国を含む汎欧州交通ネットワーク形成は、21世紀初頭のEU交通
政策の大きなテーマの1つであり、包括的なアプローチのテーマとして、①すべ
ての近隣諸国との効率的な交通サービスを保証するフレームワークとしての汎欧
州交通回廊・地域の確定②欧州横断交通ネットワークアプローチの新規加盟国へ
の展開③交通技術の利用に対する共通のアプローチ④交通ネットワークのインテ
　リジェント利用⑤R＆Dにおける汎欧州協力が指摘されている。
（22）環境評価を考慮した持続可能なモビリティを促進する交通プロジェクト及び
加盟申請国の環境基準をEU基準に一致させるプロジェクト。
（23）道路貨物輸送の抑制等、加盟国の対立を呼ぶ施策が含まれていたため、採択
　まで時間を要する結果になったとされている。
（24）この白書はGDPの成長と交通量増大の関係を断つ3つの選択肢を検討してい
る。
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　・アプローチA：道路整備に焦点を絞り、価格政策のみで対処する。
　　・・短期的には効果があるかもしれないが、受け皿となる鉄道が整備されないと
　　長期的には不可能。
　・アプローチB：道路価格政策に加えて、他の輸送機関を再活性化し、効率を改
　　　　　　　　善する施策。イン7ラ整備は含まれず、品質改善、ロジスティ
　　　　　　　　クス、技術等に対する施策のみが含まれる。
　　…道路の優位性が続き、道路飽和区間での混雑、アルファ地域の通過交通等で
　　問題が続く。
　・アプローチC：統合アプローチ。道路価格政策、他の輸送機関の再活性化施策
　　　　　　　　に加え、TEN－t網の整備を行なう。
（25）林克彦参照。
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